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担当部署:　都市計画部 都市まちづくり課　
	処分の概要
	まちづくり団体認定の取消し

	例規名
根拠条項
	交野市景観まちづくり条例　第22条第1項及び第2項

	例規番号
	平成25年条例第59号

	【根拠条文】
(団体認定の取消し及び協定の解消)
第22条　市長は、まちづくり団体が第15条第1項の要件に該当しなくなったとき、又はまちづくり団体から認定の取消しの申出があったときは、当該まちづくり団体の認定を取り消すことができる。
2　市長は、協定が第18条第1項の要件に該当しなくなったとき、又はまちづくり団体から協定の解消の申出があったときは、当該協定を解消することができる。
3　市長は、前2項における取消し又は解消をしようとするときは、審議会の意見を聴かなければならない。
4　市長は、第1項における認定の取消し又は第2項における協定の解消をしたときは、その旨を告示するとともに、まちづくり団体に通知しなければならない。

【基準】
根拠条文に同じ。

(※)交野市景観まちづくり条例
(景観まちづくり団体)
第15条　市長は、次の各号に該当する団体を、景観まちづくり団体(以下「まちづくり団体」という。)として認定することができる。
(1)　一定の地域における景観まちづくりを目的としているもの
(2)　一定の地域の市民(以下「地域市民」という。)の多数に支持されていると認められるもの
(3)　活動の内容が財産権等を不当に制限しないもの
(4)　団体規約が定められているもの

(市長との協定)
第18条　市長は、地域計画の全部又は一部が次の各号に該当するときは、当該地域の景観まちづくりを推進するため、まちづくり団体と地域計画の全部又は一部について、景観まちづくり協定(以下「協定」という。)を締結することができる。
(1)　一定の地域における景観まちづくりを目的としているもの
(2)　地域市民の多数に支持されていると認められるもの
(3)　内容が財産権等を不当に制限しないもの
(4)　内容を実現できる体制が整っているもの
(5)　市の施策に整合しているもの
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	平成26年8月1日
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	令和5年6月8日



1
image1.wmf

